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「2011年度全国学力・学習状況調査」希望利用方式に関する申し入れ

　貴職におかれましては、日頃より教育の充実・発展のためにご尽力いただいておりますことに敬意を表します。

　さて、全国学力・学習状況調査をめぐっては、今年度より、30％の抽出方式と「希望利用方式」の併用となり、事前のテスト対策や一面的な「学力」偏重、結果の公表をめぐる混乱等々、様々な問題が指摘され、抜本的な見直しが求められています。

　しかし、文科省が来年度に向けて今年度同様、全国学力・学習状況調査を抽出調査と「希望利用方式」を採用したことはご存知のとおりです。

今年度は「希望」と称して多くの学校で調査が行われましたが、「採点・分析を学校で行わなくてはならず多忙化をすすめるだけだ」「調査の内容を教育課程にどう位置づけたらよいかわからない」など多くの問題が指摘されています。また、昨年「希望利用方式」をめぐって文科省は、市町村教育委員会に意向調査を行いましたが、希望をした教育委員会は、調査を実施する主体である各学校の教職員の意向を十分把握することなく、一方的に希望をあげているところが少なくありませんでした。

　学習指導要領の総則にもあるように教育課程の編成権は各学校にあります。さらに、業務を精選し、教職員が子どもと向き合う時間をより多く確保することは県教委･市町村教委も含めた学校関係者が現在、最も切実に願っていることです。

これらの観点から見ても、「希望利用方式」に参加するかどうかは、学校ごとに教職員が十分議論をした上で、主体的な判断をすることこそ尊重されるべきです。教育委員会が一方的に「希望利用方式への参加」を決定したり、学校長が教職員の意向を踏まえずに独断で「希望利用方式への参加」に手を挙げたりすることは、子どもたちの教育に直接責任を負っている教職員の主体性を奪うものであり、学校に混乱をもたらすもの以外の何ものでもありません。

よって、「希望利用方式」の扱いにあたっては下記事項を考慮し、慎重に対応されますよう要望いたします。

記

(1) 2011年度全国学力・学習状況調査の希望利用方式への対応については、教職員で十分話し合った上で決定すること。
(2) 「希望利用方式」へ参加する場合でも、実施日や調査の扱い方（部分的な実施、分割しての実施等）、結果の活用などは学校の主体的な判断で行うこと。
(3) 抽出調査と同様に調査を行う場合は、実施要領に「問題の提供後の採点等は、学校の設置管理者の責任の下で行う」とあることから、採点や結果の分析等は学校現場に丸投げするのではなく、地教委の責任で行うよう働きかけること。
以上
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